
記者発表資料 平成２３年１２月２日
東 北 地 方 整 備 局

道路維持工事の道路巡回及び道路管理補助業務
担当技術者実務講習会・考査の実施について

東北地方整備局では平成２３年度より道路維持工事に、道路巡回を含め
た発注を行っております。このため、道路維持工事の受注を目指す企業
については、道路巡回を実施する担当技術者の育成が求められます。
また、道路管理補助業務（許認可審査・適正化指導業務、特殊車両通行

審査許可業務、道路施設監視業務、道路情報連絡業務）について、競争入
札に、より多くの企業に参加いただくよう、広く周知を図るとともに、業
務を実施する担当技術者の育成を促す必要があります。
このため、本実務講習会・考査は、企業において担当技術者の育成・指

導をご担当されている方を対象に昨年度から実施している「技術講習会」
と併せて、道路巡回または道路管理補助業務を実施する担当技術者として
の要件を得ようとする方を対象に、昨年度に引き続き実施することとしま
したのでご案内します。

○開催日時及び会場
①開催日 平成２４年１月１４日（土）
②会 場 宮城県建設産業会館

（仙台市青葉区支倉町２－４８）０２２－２２５－８８５１

③時 間
【道路巡回、特殊車両通行審査許可業務】

受付 ９：００～ ９：５０
講習・考査 １０：００～１２：００

【許認可審査・適正化指導業務、道路施設監視業務、道路情報連絡業務】
受付 １３：００～１３：５０
講習・考査 １４：００～１６：００

○講習・考査 道路巡回又は道路管理補助業務を実施する担当技術者としての要
対象者 件を得ようとする方

○申し込み方法
東北地方整備局ホームページから申し込み用紙を印刷し、必要事項を記入のうえ
12月19日（当日消印有効）までに書留郵便で送付するか、持参願います。

〒９８０－８６０２ 仙台市青葉区二日町９番１５号
東北地方整備局 道路部 道路管理課

※東北地方整備局ホームページ http://www.thr.mlit.go.jp/

＜発表記者会：東北専門記者会＞

問 い 合 わ せ 先

国土交通省 東北地方整備局 ０２２－２２５－２１７１（代）
道路部 道路管理課長 木 我 茂 （内線 4411）

道路管理課長補佐 宮 川 浩 幸 （内線 4412）
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道路維持工事の道路巡回及び道路管理補助業務

担当技術者実務講習会・考査 募集要綱

１．開催趣旨

平成２３年度から東北地方整備局では各事務所が発注する道路維持工事に、

道路巡回を含めた発注を行っております。このため、道路維持工事の受注を目

指す企業については、道路巡回を実施する担当技術者の育成が求められます。

また、東北地方整備局管内の各事務所が発注する許認可審査・適正化指導業

務、特殊車両通行審査許可業務、道路施設監視業務、道路情報連絡業務（以下

「道路管理補助業務」という）については、競争入札により多くの企業に参加

いただくよう、広く周知を図るとともに、業務を実施する担当技術者の育成を

促す必要があります。

このような状況から、昨年度から企業において担当技術者の育成・指導を担

当されている方を対象とした「技術講習会」を開催しており、今年度は平成２

３年１２月７日に予定しております。

本講習会・考査は、先に実施した技術講習会と併せて、予定担当技術者に対

する要件の１つである「・その他発注担当部署が認めた公物管理の資格を有す

る者」（別添－１参照）としての要件を得ようとする方を対象に開催するもの

です。

２．考査合格者に付与される資格

本講習会を受講し、考査に合格した方は、道路巡回を実施する担当技術者の

資格を有する者、また道路管理補助業務を実施する担当技術者の資格を有する

者としての要件が得られます。

注１）講習会・考査は、「３．講習会・考査の開催等」に示す①～⑤の５つ

のコース別に実施し、講習会を受講して考査に合格したコースに限っ

て資格認定されるものです。

３．講習会・考査の開催等

１）講習会・考査を実施するコースは以下のとおりです。

① コース１ ： 道路巡回

② コース２ ： 特殊車両通行審査許可業務

③ コース３ ： 許認可審査・適正化指導業務

④ コース４ ： 道路施設監視業務

⑤ コース５ ： 道路情報連絡業務
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２）講習会・考査の対象者

・講習会・考査（以下「講習会等」という）を希望する方に対する資格等

の要件は求めていません。

・先に実施した「技術講習会」を受講した企業の方のみを対象としている

ものではありません。

３）講習会等の申し込み

講習会等の申込書の提出等は次のとおりです。

①講習会等申込受付期間

平成２３年１２月１９日（月）（当日消印有効）

②提出先

〒９８０－８６０２ 仙台市青葉区二日町９番１５号

東北地方整備局 道路部 道路管理課

℡ ０２２－２２５－２１７１

③提出書類

・講習会・考査申込書 様式－１

東北地方整備局ホームページから申し込み用紙を印刷し、必要事

項を記入（顔写真を貼る）願います。

※東北地方整備局ホームページ http://www.thr.mlit.go.jp/

④書類の提出方法

・提出書類は、書留郵便で送付するか、持参（受付期間は、平成23

年12月19日（月）17:00まで）願います。

⑤郵送する際は封筒の表面に「担当技術者実務講習会・考査申し込み

書 在中」と記載してください。

４．講習会・考査の日時、会場

１）開催日及び会場

①開催日 平成２４年１月１４日（土）

②会 場 宮城県建設産業会館

（宮城県仙台市青葉区支倉町２－４８）

０２２－２２５－８８５１
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２）時 間

・コース１（道路巡回）、コース２（特殊車両通行審査許可業務）

受付 ９：００～ ９：５０

講習会 １０：００～１０：５０

考査 １１：００～１２：００

・コース３（許認可審査・適正化指導業務）、コース４（道路施設監視業務）

コース５ (道路情報連絡業務）

受付 １３：００～１３：５０

講習会 １４：００～１４：５０

考査 １５：００～１６：００

注）コース４及びコース５の講習会等は同一の室で実施します。

同一時間帯に行うコースは、重複して受講申込みできませんので注意

願います。

５．注意事項等

① 携行品

・筆記具（鉛筆又はシャープペンシル、消しゴム）

※「講習会テキスト」は会場では配布しませんので、「東北地方整備局ホ

ームページ http://www.thr.mlit.go.jp/」から各自ダウンロードして持参し

てください。

② 注意事項

・講習会等の受付時に受験番号を渡します。

・当日は講習会等の始まる１０分前までに受け付けを済ませ、所定の会場

へ入り、受験番号の指定の席に着席して静かにお待ち下さい。

・受講態度が不適切である者は、講習会等を受講したとは認めない場合が

あるので注意願います。

・講習会等の会場では、駐車場を準備しておりません。公共交通機関でお

越し下さい。

③ 個人情報の取り扱い

・講習会・考査申込書により取得した個人情報は、講習会等の実施、資格

認定書の交付を行うための情報として利用し、それ以外の目的では使用

しません。

④ 昨年度に同講習会を受講され、考査に合格された方

・昨年度交付の資格認定書は３年間有効ですので、他のコースを希望され

る場合を除き、今回再度受講する必要はありません。



- 4 -

６．合格発表等

「合格発表」及び「資格認定書の交付」は、次のとおりです。

① 合格者の発表は、「東北地方整備局ホームページ http://www.thr.mlit.go.jp/」

で、平成２４年１月１９日（木）１５時から２月１７日（金）まで、合

格者の「受験番号」を公表します。

② 資格認定書は、合格者本人に直接郵送します。

③ 交付される資格認定書は、３年間有効としますので大切に保管してくだ

さい。

７．問い合わせ先

〒９８０－８６０２ 仙台市青葉区二日町９番１５号

東北地方整備局 道路部 道路管理課 管理係

℡ ０２２－２２５－２１７１

〔メールアドレス〕

doukan-kosyukai@thr.mlit.go.jp



様式ー１ 番号 -

※講習会・考査を申し込まれる項目に○を付けてください。

コース１　　道路巡回

コース２　　特殊車両通行審査許可業務

コース３　　許認可審査・適正化指導業務

コース４　　道路施設監視業務

コース５　　道路情報連絡業務

ﾌ　ﾘ　ｶ　ﾞﾅ 〒　　　　　　-

氏 名 現住所

TEL　　　　　　（　　　　　）

生年月日 　　　　年 月 日 満　　　　　　才

〒　　　　　　-

勤務先

TEL　　　　　　（　　　　　）

勤務先
所在地

平成２３年度　道路維持工事の道路巡回及び道路管理補助業務　

　担当技術者実務講習会・考査

申　込　書

□　昭　和
□　平　成

　

　　　写　真

・正面・無帽の顔写真
　のもの
・カラー写真
　（カラーコピーでも可）



(公物管理補助業務（道路許認可審査・適正化指導業務）民間競争入札実施要項より抜粋) 

 

■「特殊車両通行審査許可業務」、「許認可審査・適正化指導業務」の配置

予定担当技術者に対する要件 

 
3-6  配置予定担当技術者に対する要件は、以下のとおりとする。 

（１）予定担当技術者の資格 

   以下のいずれかの資格等を有するもの 

・技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）、技術士補（建設部門） 

・一級土木施工管理技士又は二級土木施工管理技士 
・土木学会特別上級技術者、土木学会上級技術者、土木学会１級技術者又は土木 

学会２級技術者 

・ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者(技術士部門と同様の部門に限 
る） 

・「同種又は類似業務」※1 の実務経験が１年以上の者 
・道路法 71 条第 4 項の道路監理員の経験を 1 年以上有する者 
・道路もしくは河川関係の技術的行政経験又は、道路交通行政経験を１０年以上

有する者   
・その他発注担当部署が認めた公物管理の資格を有する者 

           
※1 同種又は類似業務 

     平成１４年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（平成２３年度完了予

定も対象に含む）において、1 年以上の実務経験を有すること。 

実務経験には、平成１４年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験

のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った実務経験も同種又は類似業務とし

て認める。また、発注者として従事した同種又は類似業務の経験も認める。 
１）同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等（注１）が発注した公物管理

補助業務（道路）（注７） 

２）類似業務： 

・地方公共団体（注２）（都道府県及び政令市を除く）、地方公社（注３）、公

益法人（注４）又は大規模な土木工事を行う公益民間企業（注５）が発注し

た公物管理補助業務（道路）（注７） 

・国、都道府県、政令市、特殊法人等（注１）、地方公共団体（注２）、地方公

社（注３）、公益法人（注４）又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が

発注した発注者支援業務（注６）、管理施設調査・運用・点検業務（道路）（注

８）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概

略･予備･詳細設計業務（道路）、土木工事における監理技術者の業務 

 
     注１）特殊法人等とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律施行令第一条に示す、関西国際空港(株)、首都高速道路(株)、中日

本高速道路(株)、成田国際空港(株)、西日本高速道路(株)、日本環境

安全事業(株)、阪神高速道路(株)、東日本高速道路(株)、本州四国連

絡高速道路(株)、日本中央競馬会、独立行政法人宇宙航空研究開発機

構、独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構、独立行政法人科学

別添－１ 



技術振興機構、独立行政法人空港周辺整備機構、独立行政法人高齢・

障害者雇用支援機構、独立行政法人国際協力機構、独立行政法人国立

科学博物館、独立行政法人国立高等専門学校機構、独立行政法人国立

女性教育会館、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人

国立美術館、独立行政法人国立文化財機構、独立行政法人雇用・能力

開発機構、独立行政法人自動車事故対策機構、独立行政法人情報通信

研究機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人鉄道建

設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法

人日本学生支援機構、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法

人日本原子力研究開発機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返

済機構、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本

万国博覧会記念機構、独立行政法人水資源機構及び独立行政法人労働

者健康福祉機構（日本道路公団など同条に規定する法人の組織改編前

の法人、附則第２条から第４条に示す独立行政法人を含む）に加え国

土交通省所管のその他の独立行政法人、地方共同法人日本下水道事業

団をいう。 

 注２）地方公共団体とは地方自治法第１条の３に規定する普通地方公共団体

（都道府県、市町村）及び特別地方公共団体（地方公共団体の組合、

財産区、及び地方開発事業団）をいう。 

 注３）地方公社とは、地方道路公社法に基づく道路公社、公有地の拡大の推

進に関する法律に基づき都道府県が設置した「土地開発公社」、地方

住宅供給公社法に基づき都道府県が設立した「住宅供給公社」をいう。 

注４）公益法人とは、次のものをいう。 

一 公益法人とは、一般社団法人又は一般財団法人に関する法律に基づ

き設立された一般社団法人又は一般財団法人、及び公益社団法人及

び公益財団法人の認定等に関する法律に基づき認定を受けた公益

社団法人又は公益財団法人。 

二 旧民法第３４条の規定により設立された社団法人又は財団法人で

あって、平成２０年１２月１日現在、現に存する法人であって、新

制度の移行の登記をしていない法人（特例社団法人又は特例財団法

人）。 

 注５）大規模な土木工事を行う公益民間企業とは、鉄道会社、空港会社、道

路会社、電力会社、ガス会社、石油備蓄会社、電気通信会社をいう。 

注６）発注者支援業務とは、積算技術業務、技術審査業務及び工事監督支

援業務をいう。 

注７）公物管理補助業務とは、河川巡視支援業務、河川許認可審査支援業

務、ダム･排水機場管理支援業務、道路巡回業務及び道路許認可審査･

適正化指導業務をいう。 

注８）管理施設調査・運用・点検業務とは管理施設調査業務、管理施設運

用業務、管理施設点検業務をいう。 

 

※「道路巡回」、「道路施設監視業務」、「道路情報連絡業務」については、上記の要件と

同様の予定。 




